部局長とＰＴの議論資料(20.4.25)　
【事務事業、出資法人、公の施設】
	項目名
	観光振興

	部局の考え方


	1. 観光振興の必要性

(1) 観光振興は効率的な経済の活性化策 ⇒ 施策の成果・効果は明確 
～観光消費は、府民の総消費額の上積みとなる「純増」の経済効果を生み出す～

　・ビジット大阪キャンペーンによる集中取組（⑰～⑲）により目標達成。
⇒外国人観光客集客：⑯157万人⇒⑲205万人（目標200万人）
⇒教育旅行誘致：⑯128人⇒⑲11072人（目標1万人）
・外国人観光客200万人がもたらす消費額：約2,000億円。

※大阪での1人あたり平均消費額、約10万円（⑰府観光統計調査）
　　　　
(2) 観光集客の都市間競争を勝ち抜くために観光施策の充実が必要 
　～国も今年秋には観光庁を設置予定、インバウンドが国策として強化される～

・世界観光機関は、2020年までに中国人の海外旅行客が1億人(2002年1600万人)になるとし、「観光ビッグバン」の到来を予測。
・国は、ビジット・ジャパン・キャンペーンを展開中（～22年度）。
⇒2010年（平成22年）までに訪日観光客1000万人集客を目標。
・地方でも外国人観光客の集客に向けた動きが活発化。
2. ＰＴ案への意見

(1) 大阪への観光集客は広域的取組だけでは不十分 
　～観光集客競争は、世界レベルから、国内、圏域内まで激化～

・観光集客競争が激化する中で、関西広域機構（ＫＵ）における関西全体での広域的取組は、北海道や九州等、他の地域との集客競争にとって一定の役割。

⇒しかしながら、圏域内の競争に負けないために、大阪への具体的な旅行商品造成に結び付く大阪独自（または近隣府県連携）の取組も不可欠。
(2) 大阪への観光集客は民間任せでは成果が期待できにくい状況 
～プロモーションや旅行商品造成に行政の誘導・支援は不可欠～

・中国プロモーションは対象国政府の全面的協力が不可欠。
　　⇒協定締結は、そのための重要な第一歩。

⇒ミッション派遣等で、その関係を維持することは観光集客にとって不可欠。

⇒特に、対中国では、相手側との関係構築の後、プロモーションを行うことで、はじめて、在阪の民間事業者と現地旅行社との商談等も可能になる。

・大阪消費型旅行商品造成（例：関空アウト商品（大阪での消費効果大）等）には府が民間事業者を誘導・支援することが不可欠。
　（なぜなら）
　　・旅行社は、大阪への集客や大阪の消費促進という点を重視せずに商品造成。

・地元のホテル・飲食業者は、大阪に来た観光客をいかに獲得するかの競争に注力しがち
(3) 大阪の観光振興に対する府・市・経済界の協調体制の崩壊 
～職員の引上げ・予算削減は、大阪の観光振興の大きな後退を招く～

・大阪観光コンベンション協会は、四者懇（知事・大阪市長・関経連会長・大商会頭）で、官民で大阪の観光振興に取り組むことを合意し設立（H15年度）。

⇒府市の二重行政解消の先駆的取組。
⇒民間からの人材やノウハウ、財政支援を受け、官民連携として着実な成果。
・PT案での府派遣職員の引上げ及び予算額の大幅削減は、自立化ではなく枠組みの事実上否定。
　（その影響は）

　 ・府政全般の府市連携に悪影響
⇒水道事業の統合等、様々な府市連携に波及。
　　 ・大阪の観光振興の大幅な後退
⇒市の事業費縮小、民間の人材引き上げ等につながる。

財政再建のために大幅な歳出削減が必要なときこそ、

将来の税収増や雇用確保につながる最低限の投資が必要。

人口減少が進行していく社会にあって、

観光振興は、税収増や雇用確保につながる「有効な投資」


	参考データ等
	○観光関連データ

・来阪外国人旅行客数推移　　　　　・関西国際空港への外国人入国者数推移

・パンスターフェリー乗船者数推移　・来阪外国人宿泊者延べ人数推移　
・海外からの修学旅行者数推移　　　・「関空出国型ツアー造成事業」による関空出国者推移
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